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 浜田市議会議長 笹 田  卓 様  

 

議会改革推進特別委員会  

委員長 牛 尾   昭  

 

議会改革に関する検討結果について（第 13 回報告） 

 

当委員会で定めました下記の議会改革の検討項目について、会派での議論

や意見を踏まえ、複数回にわたり議論して参りましたが、議員間での合意形

成が図られていない事項もあり、当委員会としての最終結論に至っておりま

せん。  

つきましては、改選後の議会において、引き続き議論及び検討していただ

きますようお願いいたします。  

記  

 

【検討項目】市への要望・提言等に対する対応状況の検証について 

議会の提案等について、その実施状況等を事後的に検証する手法を構築す

ることにより、その実効性を高めること及び社会情勢の変化等に即したもの

とすることを目的に「議会の提案等に係る検証手法（案）」（別添のとおり）

を作成した。 

改選後の議会において、本手法案をたたき台とし、議会基本条例を基軸に、

実効性のある検証の仕組みを構築するための建設的な議論を行い、議会全体

での合意形成を図りながら、さらなる検討をお願いする。 
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第１ 検証の目的                       

 

議会の提案等について、その実施状況等を事後的に検証する手法を構築

することにより、その実効性を高めること及び社会情勢の変化等に即した

ものとすることを目的とします。 

 

 

第２ 議会の提案等とは                    

 

議会の提案等とは、以下に掲げるものとします。なお、必要に応じて項

目の見直しを行います。 

１ 委員会提案条例及び議員提案条例（以下「提案条例等」という。） 

２ 議会または委員会による政策提言等 

３ 議会が採択した請願及び委員会が採択した陳情 

４ 委員会代表質問 

 

  



3 

 

第３ 提案条例等の検証手法について              

 

１ 検証を実施する主体 

検証を実施する主体は、検証対象となる条例を所管する各委員会としま

す。なお、対象となる提案条例等を特に所管すると考えられる特別委員会

が既に設置されているときは、その特別委員会を検証の主体とします。 

また、所管が複数の常任委員会にまたがるものを検証するときは、連合

審査会として議論するものとします。 

そして、各常任委員会において行う検証は、基本的に所管事務調査とし

て実施します。 

 

２ 検証の対象 

⑴ これまでに制定した提案条例等について 

ア 浜田市議会におけるこれまでの条例制定実績 

分類 条例名 制定年月 所管委員会 

執行部による
執行が前提と
なる条例 

浜田市市政に係る重要な事項の議
決等に関する条例 

平成 19 年 9 月 
議会運営 
委員会 

浜田市地産地消推進条例 平成 21 年 3 月 
産業建設 
委員会 

浜田市中小企業・小規模企業振興
基本条例 

平成 29 年 10 月 
産業建設 
委員会 

浜田市地酒で乾杯条例 平成 29 年 10 月 
産業建設 
委員会 

浜田市認知症の人にやさしいまち
づくり条例 

令和元年 9 月 
福祉環境 
委員会 

議会の内部的
事項を定めた
条例 

浜田市議会政務活動費の交付に関
する条例 

平成 17 年 10 月 
議会運営 
委員会 

浜田市議会議員政治倫理条例 平成 20 年 6 月 
議会運営 
委員会 

浜田市議会基本条例 平成 23 年 9 月 
議会運営 
委員会 

浜田市議会議員の議員報酬等の特
例に関する条例 

平成 25 年 9 月 
議会運営 
委員会 

浜田市議会の会期等に関する条例 平成 30 年 12 月 
議会運営 
委員会 

浜田市議会個人情報の保護に関す
る条例 

令和 5 年 3 月 
議会運営 
委員会 

浜田市議会議員の請負の状況の公
表に関する条例 

令和 5 年 9 月 
議会運営 
委員会 

 

イ これまでに制定した提案条例等のうち検証の対象とするもの 

これまでに制定した提案条例等のうち、「執行部による執行が前提と

なる条例」については、原則として検証の対象とします。 

他方、「議会の内部的事項を定めた条例」については、基本的に議会

内部の手続等を定めたものが多く、必要に応じて議会運営委員会で見
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直しを行い、随時改正を行っているため、原則として検証の対象外と

しますが、例外として、「浜田市議会議員政治倫理条例」と「浜田市議

会基本条例」の 2 本については、市民の意見や社会情勢の変化等を勘

案しながら条例の規定について定期的に検証する機会を設けることが

望ましいため、特に検証の対象とすることとします。 

 

（参考）第 1 回目の検証の対象となる条例 

検証の対象となる条例 検証主体 

浜田市市政に係る重要な事項の議決等に関する条例 議会運営委員会 

浜田市地産地消推進条例 産業建設委員会 

浜田市中小企業・小規模企業振興基本条例 産業建設委員会 

浜田市地酒で乾杯条例 産業建設委員会 

浜田市認知症の人にやさしいまちづくり条例 福祉環境委員会 

浜田市議会議員政治倫理条例 議会運営委員会 

浜田市議会基本条例 議会運営委員会 

 

⑵ 今後新たに制定する提案条例等について 

今後新たに制定する「執行部による執行が前提となる条例」について

は、原則として検証の対象とします。 

加えて、今後新たに制定する「議会の内部的事項を定める条例」につ

いては、原則として検証の対象外としますが、例外的に議会運営委員会

において承認されたものについては、検証の対象とします。 

  

３ 検証の開始時期 

⑴ 第 1 回目の検証の開始時期 

第１回目の検証は、一般選挙を経た任期開始後、本検証手法をたたき

台として全議員で協議・決定した上で、適切な時期に開始するものとし

ます。 

⑵ 第 2 回目以降の検証の開始時期 

第 2 回目以降の検証は、4 年に一度、議員任期の 3 年目の 12 月定例会

議から各委員会において、検証対象とした提案条例等を対象として実施

するものとします。第 1 回目の検証と異なり、第 2 回目以降の検証につ

いては議員任期の 3 年目から開始することとするのは、検証の結果、条

例改正等の対応が必要となった場合に当議員任期中に対応を完結するこ

とを可能とするためです。ただし、議会基本条例については、前項のと

おりです。 

なお、検証実施日から 1 年以内に施行された提案条例等については、
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議会運営委員会における承認を経て、直近の検証時には検証を実施しな

いことができるものとします。 

 

４ 検証の流れ 

⑴ 議会における検証 

個々の委員（議員）が、提案条例等の実施状況を確認し、必要に応じ

て執行部からその成果や課題等を情報収集し、委員会においてそれらを

集約して検証結果報告書としてまとめることとします。 

⑵ 執行部に対する検証結果報告書の送付 

委員会において検証結果報告書がまとまった後、議会運営委員会にお

ける承認を経て、議長から市長に対して検証結果報告書を送付すること

とします。 

⑶ 執行部からの書面による回答の受領 

検証結果報告書を執行部に交付した後、執行部に対して、書面による

回答を求めることとします。 

 

５ 検証後の対応 

⑴ 検証を実施した議員提案条例の一部改正等に係る議案の作成、提出

等の主体 

  検証を実施した提案条例等について、議会側で一部改正等を行う必要

が生じたときは、当該検証を実施した委員会が主体となって議案の作成

や提出等を行うこととします。 

⑵ 運用開始後における検証制度に関する議論の主体 

次年度以降、実際に検証を実施した結果、検証制度に修正等の必要が

生じることも考えられますが、検証を実施する中で得られた気付きを適

宜制度にフィードバックしていくことが重要です。 

また、この検証制度の構築時に定めていない課題が生じるなど、今回

の検証制度の構築に当たって議論を行っていない事項について改めて協

議する必要が生じることも考えられます。 

そこで、当検証手法の運用開始後、検証制度に関して議論する必要が

生じたときは、議会運営委員会を主体として議論することとします。 
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第４ 議会または委員会による政策提言等の検証手法について   

 

１ 浜田市議会が直近 5 年間に実施した提言等の実績 

提言等の概要 提言時期 所管委員会 

農林地の維持管理対策、耕作放棄・鳥獣被害防止対
策について【中山間地域振興特別委員会】 

令和 2 年 9 月 
産業建設 
委員会 

行財政改革にかかる申入れ 
【自治区制度等行財政改革推進特別委員会】 

令和 2 年 9 月 
総務文教 
委員会 

子育て支援策に関する要望書 令和 3 年 2 月 
福祉環境 
委員会 

こどもの可能性を育む幼児教育について 令和 3 年 5 月 
総務文教 
委員会 

中山間地における安全・安心対策について 
【中山間地域振興特別委員会】 

令和 3 年 5 月 
産業建設 
委員会 

浜田漁港周辺エリアの活性化に関する提言 令和 3 年 7 月 
産業建設 
委員会 

行財政改革にかかる申入れ 
【自治区制度等行財政改革推進特別委員会】 

令和 3 年 8 月 
総務文教 
委員会 

子育て支援策に関する要望書 令和 3 年 9 月 
福祉環境 
委員会 

多様性社会の推進について 令和 4 年 11 月 
総務文教 
委員会 

不登校児童生徒への支援について 令和 5 年 9 月 
総務文教 
委員会 

産業関係における問題・課題解決についての建議書 令和 5 年 10 月 
産業建設 
委員会 

就労支援を含めた障がい者支援について 
重層的支援体制整備事業の取組について 

令和 5 年 10 月 
福祉環境 
委員会 

協働のまちづくりについて 
【協働のまちづくり推進特別委員会】 

令和 6 年 2 月 
総務文教 
委員会 

持続可能な医療体制の構築と健康寿命の延伸につい
て 

令和 7 年 3 月 
福祉環境 
委員会 

地域交通について 
～移動の自由をどうつくるか～ 

令和 7 年 9 月 
総務文教 
委員会 

 

２ 提言等の検証手法について 

⑴ 検証の対象 

ア これまでに実施した提言等 

過去に実施した提言等の検証については、その全てを検証対象とする

のではなく、各所管委員会で判断することを基本とします。検証対象の

範囲や手法については、おおむね過去 2 年間程度を目安とし、各所管委

員会で協議し決定します。 

イ 今後実施する提言等 

今後、議会または委員会が実施する提言等については、原則として検

証の対象とします。 

⑵  実施状況等に関する執行部からの報告 
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議会または委員会が実施した提言等については、毎年度、9 月定例会議

の開会日までに、その前年度の 4 月 1 日から 3 月 31 日までの間に実施し

た提言について、任意の様式により、執行部から提言内容に関する実施

状況等の報告を受けることとします。 

ただし、報告予定日から近接した時期に提言が実施されたことその他

の特段の事情があるときは、議会運営委員会における承認を経て、執行

部による報告の時期を変更することができるものとします。 

 
   実施状況等の報告を受ける提言の範囲（期間）のイメージ 
                    
  令和 7 年度 令和 8 年度 
… ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 
 月  月  月  月  月  月  月  月  月  月  月  月  月  月  月  月  月  月  月  
  報告を受ける提言等の対象期間      実

施
状
況
報
告 

                   

                   

⑶ 議会側の対応 

所管の委員会が執行部から提言に係る実施状況の報告を受けたとき

は、全議員に当該報告を通知します。そして、その後の議会側の対応に

ついては、報告の内容に応じて所管の委員会において決定することとし

ます。 

なお、各常任委員会において検証を行うときは、基本的に所管事務調

査として実施することとします。また、対象となる提言等を特に所管す

ると考えられる特別委員会が既に設置されているときはその特別委員会

を検証の主体とします。所管が複数の常任委員会にまたがるものを検証

するときは連合審査会として議論します。 

⑷ 執行部の実施状況等を確認する旨の文言の提言書における明示 

執行部の予測可能性を担保するとともに、議会側において認識を共有

するため、今後提言等を実施する際には、提言書の中に、将来、提言内

容についての執行部における実施状況等を確認する旨の文言を明示する

こととします。 

 

（参考）文例 

「なお、本提言については、原則として令和●年 9 月に執行部における

実施状況等について報告を求める予定ですので、あらかじめご承知おき

ください。」 

 

⑸ 運用開始後における検証制度に関する議論の主体 

当検証手法の運用開始後、検証制度に関して議論する必要が生じたと
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きは、議会運営委員会を主体として議論することについては、議員提案

条例の検証に準じます。  
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第５ 議会が採択した請願及び委員会が採択した陳情の検証手法

について 

 

１ 浜田市議会が今期 4 年間で採択した請願及び委員会が採択した陳情 

請願内容 請願時期 付託委員会 
本会議 

審議結果 

精神保健医療福祉の改善に関する意見書
の提出について 

令和 4 年 3 月 
福祉環境 
委員会 

採択 

地方における鉄道政策に関する請願につ
いて 

令和 4 年 3 月 
総務文教 
委員会 

採択 

子育て支援センター「すくすく」の跡地
を公園として整備することを求める請願
について 

令和 4 年 6 月 
福祉環境 
委員会 

採択 

加齢性難聴者の補聴器購入費助成制度の
創設及び意見書の提出について 

令和 4 年 9 月 
福祉環境 
委員会 

一部採択 

浜田市立原井幼稚園跡地払い下げに関す
る請願について 

令和 5 年 6 月 
総務文教 
委員会 

採択 

森林環境譲与税の譲与基準の見直しに関
する意見書の提出について 

令和 5 年 9 月 
産業建設 
委員会 

採択 

サン・ビレッジ浜田アイススケート場の
活用のあり方について、さらに必要な判
断材料や分析の検討を求める請願につい
て 

令和 6 年 3 月 
総務文教 
委員会 

採択 

治和町 3-1 町内住民利用の主要道路の整
備促進に関する請願について 

令和 6 年 6 月 
産業建設 
委員会 

採択 

学校給食の自然塩（天然塩）使用の請願
について 

令和 6 年 9 月 
総務文教 
委員会 

採択 

訪問介護の基本報酬引き下げ撤回等と、
介護報酬引き上げの再改定を早急に行う
ことを求める意見書の提出について 

令和 6 年 9 月 
福祉環境 
委員会 

採択 

国に対し、「刑事訴訟法の再審規程（再審
法）の改正を求める意見書」の提出につ
いて 

令和 7 年 3 月 
総務文教 
委員会 

採択 

 
 

   

陳情内容 陳情時期 委員会 
委員会 

審議結果 

 （記載省略）  
 
 

   
 
 

 

２ 請願・陳情等の検証について 

⑴ 今後の方向性 

請願・陳情については、所管の常任委員会において、所管事務調査な

どを通じて、その後の進捗や対応状況について執行部に確認・質疑する

仕組みが機能しています。また、議会基本条例においても、市長等に対

しその趣旨の実現を求め、事後の報告を求める規定があります。 

以上の点から、請願・陳情については、現行制度での対応を基本と
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し、本検証手法における一律の検証対象とはしないこととします。ただ

し、各委員会が必要と判断した場合には、この限りではありません。 

 

※ 留意事項 

議会基本条例に事後の報告を求める規定があるものの、その解釈や運

用が必ずしも十分ではなかったとの指摘もあり、次期議会において改め

て共通認識を図る必要があります 
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第６ 委員会代表質問の検証手法について            

 

１ 浜田市議会がこれまでに実施した委員会代表質問の実績 

質問項目（大項目） 質問時期 委員会 

１ 障がい者支援について 

令和 5 年 3 月 

福祉環境 
委員会 

１ 「道の駅」ゆうひパーク浜田の今後について 
産業建設 
委員会 

１ 就労支援を含めた障がい者支援について 

令和 5 年 6 月 

福祉環境 
委員会 

１ 浜田市の現状と将来を見据えた一次産業のあり
方について 

産業建設 
委員会 

１ 誰ひとり取り残さない支援体制の充実について 

令和 5 年 9 月 

福祉環境 
委員会 

１ ポスト・コロナ時代の支援策について 
産業建設 
委員会 

１ 市内建設業者及び労働者の現状について 
２ 災害対応及び除雪対応について 
３ 市の建設業に関連する予算及び事業について 
４ 未対応危険箇所について 

令和 6 年 12 月 
産業建設 
委員会 

 

２ 委員会代表質問の検証について 

⑴ 今後の方向性 

委員会代表質問は、常任委員会の専門分野の重要な課題などについて

行われます。そのため、質問の内容や執行部の答弁は、その後の常任委

員会における一連の活動の中で扱い、その目的が達成されているかどう

かを判断し、政策提言や新たな取組課題へと発展・反映されるべきもの

です。 

このように、委員会代表質問は委員会活動の中で完結すべき性質のも

のであり、これのみを切り出して別途検証する必要性は低いと考えられ

るため、本検証手法における一律の検証対象とはしないこととします。 


